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➢ 新型コロナウイルスの影響の長期化に加え、国際情勢の緊迫化や原油・原材料・食糧価格高、円安等による

物価高騰により、地域経済を支え雇用確保を担っている中小企業・小規模事業者は、価格転嫁が進まず未曽

有の影響を受け、厳しい経営環境に置かれている。このインフレ傾向は当面、続くことが想定される。

➢ 物価高騰が地域の中小企業の経営を直撃している中、価格転嫁はＢｔｏＢ、ＢｔｏＣともに厳しい状況にあ

る。今後も物価高騰が続くことが想定される大転換期において、中小企業が収益を確保するための取組は喫

緊の課題。

➢ また、観光関連産業の再活性化に向け、感染の再拡大防止や検査・医療体制の充実と同時に、水際対策のさ

らなる緩和を進めるなどの方策が極めて重要。加えて、コロナ禍の長期化でダメージを受けている中小企業

への影響を減少させ、経営者の心が折れずに今後も事業と雇用を維持するための支援の継続が不可欠。

➢ 中小企業は、外部環境が激変する中、生き残りを図るために「自己変革力」を発揮しビジネスモデルの変革

に積極果敢に挑戦することが不可欠であり、その挑戦の後押しや再チャレンジの阻害要因（経営者保証等）

の除去が必要。また、地域需要やコミュニティを支えている小規模事業者を含め、中小企業のデジタル化に

よる生産性向上や事業再構築、産学官金連携によるイノベーション創出、事業承継・引継ぎ、創業に向けた

チャレンジを強力にサポートすることが必要。

➢ ウィズ／アフターコロナのわが国の持続的成長・競争力強化に向け、2050年カーボンニュートラル実現のた

めの支援強化や、国内需要が減少する中で中小企業が円安を活かし外需を取り込むため、海外ビジネス展開

に果敢に対応できるような後押しが極めて重要である。

➢ また、発生から11年が経過した東日本大震災からの確実な復興・創生を強力に推進するため、東北への産業

集積による雇用創出や、風評払拭をはじめ事業者の支援を引き続き行うとともに、原子力災害の収束やイン

フラの整備に向けた取り組みを求める。

➢ 全国の商工会議所は、引き続き政府・地方自治体等と連携しながら、中小企業・小規模事業者への伴走型の

経営支援、地域経済の活性化に向け取り組む。

➢ 以上を踏まえ、2023年度施策に関し下記の実現を強く求める。早急に対応すべき事項は、今年度中の執行を

要望する。

基本的考え方
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「2023年度中小企業･地域活性化施策に関する意見・要望」の構成

１．民間起点による公民共創のまちづくりの推進 ２．ウィズ／アフターコロナを見据えた観光の復興

３．国土強靭化や地域産業のアップグレードに資する社会資本整備の推進

４．物流機能の維持と物流効率化に対する取り組みの推進 ５．行政のデジタル化推進と規制・制度の見直し

６．地域経済の中核となる「中堅・中小企業」の経営力強化 ７．地方創生、地域資源活用

１．大規模自然災害からの早期復旧・復興に向けた対応 ２．東日本大震災からの復興・創生の強力な推進

１．物価高騰による事業者への影響を抑える取組推進 ２．円滑な価格転嫁に向けた取組推進

３．経済活動の活性化に向けた水際対策のさらなる緩和 ４．観光関連産業の経営基盤の再生・強化

５．コロナ禍の影響を強く受けた中小企業等の事業継続への支援

１．2050年カーボンニュートラルに向けた支援強化 ２．海外ビジネス展開支援

３．中小企業の新たな挑戦や生産性向上に繋がる規制緩和

Ⅱ.ウィズ／アフターコロナの持続的成長・競争力強化に資する政策

Ⅳ.地方創生の再起動

物価高騰に伴うコスト負担増やコロナ禍克服への対応

Ⅴ.大規模自然災害からの早期復旧・復興、東日本大震災からの復興・創生

１．消費税インボイス制度の導入に関する十分な検証と周知徹底、制度見直しと支援策の充実等

２．中小企業金融の円滑化に資する事業性評価担保・融資、約束手形の廃止に向けた対応 ３．雇用・労働政策

４．デジタルガバメントの推進 ５．中小企業における健康経営の普及・促進 ６．私的年金の普及・拡大

７．2025年大阪・関西万博への中小企業等の参画機会確保等の支援

Ⅲ.中小企業の活動を支える事業環境整備

１．ビジネスモデルの変革支援 ２．中小企業のデジタル化による生産性向上支援

３．イノベーションによる付加価値向上 ４．経営環境の多様化・高度化に対応するための人への投資

５．知的財産の創造・活用支援 ６．事業承継支援の推進

７．創業支援の強化 ８．小規模事業者の挑戦への後押しの強化

Ⅰ.中小企業の自己変革・生産性向上に向けた支援
【要望事項】

【緊急要望事項】
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物価高騰に伴うコスト負担増やコロナ禍克服への対応

１．物価高騰による事業者への影響を抑える
取組推進

(１)原油価格高騰に対する激変緩和措置の継続、政府
間交渉による石油等の安定供給の確保

(２)不足している半導体等の原材料や食料等の国産へ
の展開を含めた安定供給支援や価格抑制対策

(３)過度な円安の是正に向けた対応

(４)エネルギーの安定供給と価格抑制に資する安全が
確保された原子力発電の再稼働

２．円滑な価格転嫁に向けた取組推進

(１)サプライチェーン全体での付加価値向上や取引適
正化に資する「パートナーシップ構築宣言」のよ
り一層の普及

(２)パートナーシップ構築宣言の実効性確保に向け
た「転嫁円滑化施策パッケージ」「取引適正化
に向けた５つの取組」の強力な実行

(３)規模・系列等を越えたオープンイノベーション
などの新たな連携の促進

４．観光関連産業の経営基盤の再生・強化

(１)国が全国一律で行う需要喚起策による機運醸成
・売上確保支援

(２)観光関連事業者の事業継続に必要な直接的支援
の継続・拡充

(３)安心をもたらすための安全を可視化する体制づ
くり

緊急要望事項

３．経済活動の活性化に向けた水際対策の
さらなる緩和

○諸外国並みの入国制限への緩和および入国手続き
の簡素化
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５．コロナ禍の影響を強く受けた中小企業等
の事業継続への支援

(１)事業者の実情に合わせた最大限の資金繰り支援
（無利子・無担保融資、資本性劣後ローンなど）

(２) ｢中小企業活性化パッケージ｣の推進による収益
力改善･事業再生･再チャレンジ支援の強化

(３)特に困窮する中小企業への協力金・支援金の手
続き簡素化等による支給の迅速化



Ⅰ．中小企業の自己変革・生産性向上に向けた支援

１．ビジネスモデルの変革支援

○挑戦を後押しするための経営者保証解除に向けた対応

①経営者保証に依存しない融資慣行の確立に向けた環境整備

②経営者保証コーディネーターの所掌範囲の拡大

(１)事業再構築補助金･生産性革命推進事業等の推進

(２)オンライン販売・商談会等、非対面でも可能な販路

開拓の推進

(３)資金供給の多様化に資するクラウドファンディング

や私募債など資金調達の多様化に向けた啓発

(４)公共工事における労務・原材料・エネルギーコスト

等の取引価格を反映した請負代金設定・工期確保

２．中小企業のデジタル化による生産性向上支援

(１)ＩＴ導入補助金の継続、地域へのさらなる普及強化、
積極的な導入事例の横展開

(２)デジタル化による経営課題解決や生産性向上を促し
デジタル実装まで伴走支援できる体制の強化・拡充
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(５)受発注のデジタル化に向けた異なるＥＤＩ（電子デー

タ交換）の接続の仕組構築、中小企業共通ＥＤＩ推進

(６)行政デジタル化に伴う電子申請のサポート・手

続き簡素化

(７)５Ｇ全国活用を可能とする基地局や光ファイバ

ー等の通信インフラの整備促進

(８)サイバーセキュリティ対策の支援拡充

３．イノベーションによる付加価値向上

○中小企業の技術開発から製品化までの一貫支援
・研究開発・技術支援を推進する機関や金融機関等と
のマッチング・連携支援体制の整備

・新製品・新技術の開発や技術的課題に対応するため
研究開発等推進機関との共同研究等の推進支援

○成長型中小企業等研究開発支援事業の継続・拡充

○「ＳＢＩＲ(中小企業技術革新制度)」の継続・拡充

(１)生産性の向上、ビジネス変革・経営力再構築に資す

るＩＴ導入補助金の継続・拡充

(２)中小企業等の課題を明確化し、デジタル導入・活用

を専門人材が伴走支援する体制の検討、強化・拡充

(３)キャッシュレス決済の普及促進に向けた環境整備

(４)約束手形の廃止に向けた現金支払いの推進、電子記

録債権利用料の引下げ

４．経営環境の多様化・高度化に対応する
ための人への投資

(１)中小企業・小規模企業の経営者・従業員のリス

キリングの推進

(２)商工会議所の経営指導員や支援機関等が、ＩＴ

活用・デジタル化など多様化・高度化する経営

相談・経営支援に対応する上で必要な知識習得

のための補助・予算措置

重点要望項目

重点要望項目

重点要望項目

重点要望項目



５．知的財産の創造・活用支援

(１)中小企業における知財の支援体制・金融支援の強
化

(２)地域の企業と地元大学等における産学連携促進
（知財教育、大学の特許開放等）

(３)官民を挙げた知財取引適正化（ガイドライン、契
約書ひな形の普及促進、知財Ｇメンの活用）
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６．事業承継支援の推進

(１)事業承継に対する幅広い支援の強化

(２)Ｍ＆Ａに対する幅広い支援の強化

(３)2024年３月に特例承継計画の提出期限を迎える事
業承継税制のさらなる活用促進に向けた周知・広
報

(４)円滑な事業承継・引継ぎに向けた支援センターの
拡充

(１)企業と大学の共有特許の社会実装に向けた誠実交
渉の推進、大学等の知財管理財源の充実

(２)国内企業の技術流出対策およびサイバーセキュリ
ティ対策支援の強化

(３)知財紛争処理能力の強化（特許権者の金銭的救済、
訴訟負担の軽減等）

(４)Ｗｅｂ３．０の推進に向けたコンテンツ利活用の環境
整備（ＮＦＴ、メタバース等）

７．創業支援の強化

(１)ビジネスプラン策定支援など幅広い支援の強化

(２)中小企業等への官公需における優先発注

(３)新たな基金の創設など創業支援の環境整備

８．小規模事業者の挑戦への後押しの強化

(１)小規模事業者支援推進事業（伴走型補助金等）の
継続・拡充

(２)地域力活用新事業創出支援事業の継続

(３)制度改正等の課題解決環境整備事業、事業環境変
化対応型支援事業の拡充

(４)地方公共団体による小規模事業者支援推進事業の
継続

(５)マル経融資（小規模事業者経営改善資金）等の継
続・拡充

(６)中小・小規模企業の事業継続・再構築等を支援す
る商工会議所の経営相談体制の強化（地方交付税
の拡充＜特別交付税化含む＞等）

(７)中小企業の自己変革に資する「経営力再構築伴走
支援」の推進

(８)商工会議所等の経営支援業務におけるＤＸ推進

(９)補助金申請手続きのオンライン化への移行を円滑
に遂行する支援体制の強化

Ⅰ．中小企業の自己変革・生産性向上に向けた支援

重点要望項目

○創業時の信用保証付き融資での経営者保証の不要化

重点要望項目



Ⅱ．ウィズ／アフターコロナの持続的成長・競争力強化に資する政策

１．2050年カーボンニュートラルに向けた
支援強化

○成長が期待されるカーボンニュートラル関連技術
の開発・実装および量産化によるコスト削減の取
り組み加速に向けた支援の拡充・強化

○中小企業の温室効果ガス排出削減に向けた情報提
供の強化と理解促進、専門家指導、簡便なツール
提供、エネルギーマネジメントシステムの導入等
による排出量の把握・削減に対する支援の強化

○脱炭素効果の高い設備への転換・導入に対する補
助、税制や資金調達上の優遇措置の拡充、中小企
業を支援する人材の育成を含めた地方自治体・地
域金融機関・商工会議所等との連携による脱炭素
先行地域づくり等を通じた利用促進

○原油・ＬＮＧ調達の多重化・分散化、安全性を確
保した原子力の活用等、カーボンニュートラル移
行期におけるエネルギーの安定供給確保

○Ｊ－クレジット制度の中小企業への認知拡大、活
用促進

○サプライチェーンでつながる大企業による取引先
中小企業の温室効果ガス排出削減への支援・協力
の推進

２．海外ビジネス展開支援

○越境ＥＣの推進、人材育成・活用等、海外ビジネス
促進に向けた支援の強化
・越境ＥＣテストマーケティング事業の実施・拡充など

海外販路開拓施策のさらなる強化

・商工会議所経営指導員等に対する支援研修の実施

・国際社会貢献センター（ＡＢＩＣ）の活用に伴う費用助成

・地域商社や地域でコーディネーター機能を担う組織へ

の支援などを通じた、地域一体での海外展開の取組に

対する支援強化

・貿易関係証明のオンライン発給の周知・利用促進

(１)ＥＰＡ・ＦＴＡの活用促進、投資協定の周知・啓発

(２)特定原産地証明書の電子化（電子情報交換方式等)
の推進

(３)中小企業の事業負担にも配慮した経済安全保障政策
の推進
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３．中小企業の新たな挑戦や生産性向上に繋が
る規制緩和

(１)建設業における技術者等の常駐・常勤要件の緩和

(２)建設業における技術者の資格要件・受験要件の見
直し

(３)介護サービスにおける人員配置基準の緩和

(４)法人設立の際の公証人による定款認証の撤廃

重点要望項目

重点要望項目



Ⅲ．中小企業の活動を支える事業環境整備

１．消費税インボイス制度導入に関する十分な検証と普
及・周知の徹底、制度改正や支援策の検討・実施、
検証結果や中小企業経営の実態等を踏まえた制度
導入時期の延長等

○消費税インボイス制度の導入に関する免税事業者の取引排除
等による倒産・廃業の可能性を含めた十分な検証と、政府による
免税事業者への責任ある普及・周知の徹底、事業者の事務負担
やコスト軽減に資する制度改正や支援策の検討・実施、検証結
果や中小企業経営の実態等を踏まえた制度導入時期の延長
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３．雇用・労働政策

(１)雇用の安定と円滑な労働移動の推進

(２)生産性向上と人材確保につながる自己変革支援

(３)女性・外国人材等、多様な人材の活躍推進

２．中小企業金融の円滑化に資する事業性評価担保・
融資、約束手形の廃止に向けた対応

○中小企業の資金調達手段を多様化するため、不動産を持た
なくても知的財産等の無形資産を含む事業を構成する財産
を包括的に一体として担保化し融資を受けられ、必要に応
じて事業活動を継続しながら実行のできる、使いやすい包
括担保制度を実現するために必要な措置の検討

○クラウドファンディングや私募債など資金調達の多様化に
向けた啓発

○ＡＢＬ（動産・売掛金担保融資）の浸透・促進
○中小企業の財務・非財務情報の見える化に資するローカル
ベンチマークの普及

○経営デザインシート、知財ビジネス評価書、知財ビジネス提案
書等の知的財産の事業性評価を活用した融資の推進

○約束手形の廃止に向けた、現金支払いの推進、電子記録債
権利用料の引下げ

４．デジタルガバメントの推進

(１)行政手続、官民取引および各種規制のデジタル対応
の徹底

(２)マイナンバー活用による社会基盤整備、マイナン
バーカードの普及促進

(３)確定申告データ等を活用した協力金・支援金等の迅
速給付の検討・実施

(４)５Ｇ全国活用を可能とする基地局や光ファイバー等
の通信インフラの整備促進［再掲］

５．中小企業における健康経営の普及・促進

(１)健康経営の導入を促進するための専門家派遣支援

(２)健康経営を推進する専門人材を育成する際の助成措
置の創設

(３)健康経営優良法人認定を受けた企業に対するインセ
ンティブの拡充・周知

６．私的年金の普及・拡大

(１)企業年金の積立金にかかる特別法人税の撤廃

(２)企業型確定拠出年金および個人型確定拠出年金
（ｉＤｅＣｏ）の拠出限度額の引き上げ

７．2025年大阪・関西万博への中小企業等の参画
機会確保等の支援

(１)政府一体となった取り組みの推進

(２)実証実験プロジェクトへの資金面での支援と中小企

業の参画機会確保

(３)中小企業の成長支援に向けた受注機会の確保

(４)訪日需要獲得に向けた観光資源のＰＲ機会の確保



Ⅳ．地方創生の再起動

１．民間起点による公民共創のまちづくりの推進

(１)イノベーションや新産業創出に資するまちづくり推進

(２)リノベーションによる既存ストックの再生・公共的空

間の利活用促進

(３)大都市人材・資金を呼び込むための基盤・施設整備

(４)日本の魅力を活かした国際ビジネス環境の構築等によ

る大都市の国際競争力強化

(５)「デジタル田園都市国家構想」の実現に向けた、デジ

タル基盤の整備を通じたまちづくりの推進

(６)カーボンニュートラルを目指したまちづくりの推進

(７)地域企業が中心となったＰＰＰ／ＰＦＩの推進による地域

経済好循環の実現

(８)民間まちづくり推進主体のまちづくり行政への参加機

会の拡大、民間まちづくり活動の基盤強化
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４．物流機能の維持と効率化に対する取組の推進

○「物流危機」克服に向けた物流拠点の整備等の促進

○物流効率化に向けた既存の物流方式・習慣の見直し

○物流制度とまちづくり・土地利用制度との面的連動

５．行政のデジタル化推進と規制・制度の見直し

(１)国・自治体のデジタル化の推進や行政手続きの簡素化

(２)マイナンバー活用による社会基盤整備

(３)光ファイバー等の通信インフラの整備促進

６．地域経済の中核となる「中堅・中小企業」の
経営力強化

(１)サプライチェーンの国内回帰・地方立地の推進に向けた

国内投資促進事業費補助金の維持・拡充
(２)研究開発・技術支援を推進する機関や金融機関等との

マッチング・連携支援体制の整備［再掲］
(３)「地域経済牽引事業計画」（地域未来投資促進法）を策

定した中堅・中小企業への支援措置のさらなる充実
(４)「地域未来牽引企業」に対する地域経済牽引事業計画の

策定支援

２．ウィズ／アフターコロナを見据えた観光の復興

(１)観光の再生・高付加価値化の推進

(２)観光需要の地方・地域への波及

(３)観光消費機会の拡大に資するデジタル技術の活用等

３．国土強靭化や地域産業のアップグレードに
資する社会資本整備の推進

(１)長期的視点の戦略投資によるインフラの質・量的向上

(２)スーパー・メガリージョン構想実現による国際競争力強化

(３)港湾・空港の機能強化による国際的な物流・人流増加

(４)交通ネットワークの維持・充実

(５)生活や地域産業の基盤インフラを経年劣化や災害から

守るメンテナンスや、災害発生時の迅速な復旧の担い

手となる地域の建設業における安定的な人材確保

７．地方創生、地域資源活用
(１)地方のサテライトオフィス化等、三密回避、地方分散化

の取り組み支援

(２)ＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）の搭載情報の拡充
(３)地域資源や地域力を活用した新商品・サービスの開発、

販路開拓の一貫支援の継続・拡大
(４)「起業家教育」「ＳＴＥＡＭ教育」「キャリア教育」など

の発達段階に応じた体系的実施
(５)イノベーション拠点の役割を担う大学のソフト・ハード

一体となった教育研究環境の整備推進



Ⅴ．大規模自然災害からの早期復旧・復興、東日本大震災からの復興・創生

１．大規模自然災害からの早期復旧・復興に
向けた対応

(１)被災事業者の事業再開・雇用維持に向けた支援
や販路回復・生産性向上等に資する支援の充実
・強化

(２)大規模自然災害発生時における中小企業等グル
ープ補助金の特例措置の速やかな適用と柔軟な
運用

(３)中小企業に対するＢＣＰ（事業継続計画）策定支
援（ＢＣＰの意義に関する理解促進、専門家活用
等による助成等）や、中小企業強靭化法に基づ
く事業継続力強化計画の策定推進、優遇措置の
拡充

(４)迅速な復旧に資する損害保険加入の必要性に関
する広報活動の強化

(５)地域の災害リスクを踏まえた防災減災投資への
支援強化（事業用建物の耐震化、水害時の避難
スペースを持つビル等（垂直避難場所）の確
保・整備、備蓄品・自家発電設備等の導入支援、
本社機能や研究開発機能等の地方への移転・拡
充等）

(６)帰宅困難者の一時避難、被災事業者の支援拠点
となる商工会議所会館等民間建物の強靭化（耐
震化・建て替え）の推進
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２．東日本大震災からの復興・創生の強力な推進

(１)被災地の創造的復興に向けた取り組みの推進
○持続的な経営基盤の構築に向けた取り組み支援

○多核種除去設備等処理水（ＡＬＰＳ処理水）処分による風評

への対応

○先端技術の研究開発拠点の整備・利活用促進

(２)原子力災害の収束・福島再生に向けた取り組みの推進
○着実な廃炉の実現と除去土壌の早期搬出

○被害実態に合った原子力損害賠償の着実な履行

○企業立地の促進による産業集積・雇用創出

(３)産業・生業の再生
○農林水産業の販路回復・拡大支援

○風評払拭および諸外国による日本産食品等への輸入規制早

期撤廃

○観光振興による交流人口拡大

○産業の原動力である人材確保への支援

○自立に向けた資金繰り円滑化と補助金の継続および運用の

弾力化

(４)インフラの整備・利活用促進による創造的復興の実現
○道路網の整備促進

○国が基本計画に掲げた東北エリアにつながる新幹線路線の

整備促進

○東北の各空港の既存路線維持と航空需要喚起に向けた支援

○港湾等の整備促進


